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資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対

応」に関する東京証券取引所の要請を踏まえ、資本コストや収益性について現状分析を行い、

さらなる企業価値向上に向けた取り組み方針や目標について決議いたしましたので、別紙の通

りお知らせいたします。 

 

 

以上 



「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応」に関するお知らせ

‐資本政策に関する開示内容の見直しについて‐

2023年11月９日

東証プライム市場 機械

証券コード6381

アネスト岩田株式会社



主な財務指標の推移と分析

２０２２年1月の株式売出などもあり、PER及びPBRは一時的には低調に推移も、持ち直し傾向

今後想定される金利上昇の側面から株主資本コストや負債コストの増加も考慮しROEをさらに高める必要がある
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２０１９年３月期末 ２０２０年３月期末 ２０２１年３月期末 ２０２２年３月期末 ２０２３年３月期末
２０２４年３月期
中間期(9月末）

２０２４年３月期末
（予想・１１/９修正）

EPS（１株当たり純利益） 円 70.62 65.14 63.3４ 86.3２ 108.２５ ６４．８２ 1１３.65

ROE（自己資本利益率） ％ 10.0 8.9 8.3 10.4 11.6 - 10.6

ROA（総資産利益率） ％ 6.2 5.7 5.4 6.7 7.6 - -

PER（株価収益率） 倍 13.76 15.29 16.31 9.62 9.27 １０．９８ -

PBR（株価純資産倍率） 倍 1.36 1.33 1.32 0.95 1.01 １．１９ -

時価総額
百万
円 40,570 41,393 42,434 33,745 40,588 ４８，３９８ -
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中期財務目標の策定

もっとも業績に連動する指標の一つである一株当たり当期利益（EPS）をKPIに設定

事業拡大による利益成長を目指すとともに機動的な自己株式の取得を進めることなどにより、EPS向上を図る
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企業価値
の向上

ROE EPS

収益性向上

株主還元

事業成長

成長投資

資本効率の向上

自己株式の取得
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EPSの推移

EPS成長率 目標

2022年３月期 （前中計最終年度）

86.32円

2025年３月期 （現中計最終年度）

２０２２年3月期比＋４０％以上

配当政策

＋４０％

（予想）



累積営業キャッシュフローの使途（株主還元・資本政策に対する考え方）

成長・事業規模拡大へ積極投資
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配当性向35％目安→４０％目安、へ引上げ（2023年11月より）

自社株購入枠15億円以上

M&Aは自己資金と借入を活用

3年間（2022年4月～2025年3月）
累計営業キャッシュフロー

設備維持・更新生産能力増強
30～40億円

IT投資
20億円

設備投資
50～60億円

内訳

株主還元・配当・自社株買い
50億円

営業キャッシュフロー
150～160億円 研究開発・新規展開・M＆A等

50億円

生産能力増強投資
海外向け輸出製品増加のため、福島・秋田工場の能力増強
（ラインの増設・新鋭設備への入替）を推進

 IT投資
グローバル経営推進へ、統合基幹システム (ERP) を強化海外を含めた
経営管理と連結会計を推進

※金額配分イメージ
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【1株あたりの配当金（円）】

 成長投資の為の内部留保確保と安定配当の両立

 今中期経営計画において、1,500百万円程度を計画

発行済株式数：
41,745,505株

配当方針

配 当

自社株買い

株主還元策

方針として配当性向の目安を35％から40%に引き上げ。中間配当は５円の増配
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配当 中間（円） 期末（円） 年間（円）

2023年３月期 実績 16 22 38

2024年３月期 期初予想 １７ 23 4０

2024年３月期 実績 ２２

2024年３月期 最新予想 ２３ ４５

配当性向（％）

35.1

ー

39.8

 配当性向：40％を目安

配当性向計算条件：
23.3.31
（自己株除く、
※
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